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令和４年度第２次補正予算案等の状況
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令和４年度第２次補正予算案等の状況

令和４年度第２次補正予算案が令和４年11⽉８⽇に閣議決定。機構に関する事項は以下のとおり。

○市⾕事務所⽼朽化対策等経費︓72億35百万円
· 新たな時代に対応する学びの⽀援充実に向けた市⾕事務所の環境整備（改築等⼯事）

 ⽼朽化・狭あい化の著しい市⾕事務所（本館︓1964年竣⼯、新館︓1973年竣⼯）の耐震対策
及び防災機能強化等を図り、安全・安⼼な執務環境を整備するとともに、ＤＸ（デジタルトラ
ンスフォーメーション）を推進

 市⾕事務所に勤務する役職員等は、⼯事期間中、仮事務所（令和４年度中に決定）にて執務

○奨学⾦業務システム開発費等補助⾦︓57億62百万円
· 教育未来創造会議第⼀次提⾔を踏まえた奨学⾦制度の改正に伴うシステム改修

 学部段階の給付型奨学⾦と授業料減免の中間層への拡⼤
 ライフイベントに応じた柔軟な返還（出世払い）の仕組みの創設 等

· 奨学⾦業務システム（JSAS）の刷新等
 マイナンバーの活⽤をはじめとした奨学⾦⼿続きのデジタル化 等

○留学⽣交流⽀援事業費補助⾦︓3億74百万円
· 「海外留学⽀援制度」を利⽤して海外の⼤学に留学する派遣学⽣に対する⽀援

 円安の進⾏が⼀定程度以上の国・地域に留学する派遣学⽣を対象
 授業料等の留学継続に不可⽋な経費の⼀部を⽀出

別途、機構内でも寄附⾦にて「物価⾼に対する経済対策⽀援事業」（助成の規模︓約18億円）を実施
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参考：「令和4年度文部科学省第2次補正予算（案）事業別資料集」より抜粋 https://www.mext.go.jp/a_menu/yosan/r01/1420672_00003.htm



4



5



6

「物価⾼に対する経済対策⽀援事業」の実施について

１．⽬的
円安、ウクライナ情勢等の国際情勢に端を発する資源価格上昇に伴う物価⾼の影響により経済的に困窮している学⽣等に対して学⽣⽣活を送るための⾷費や
修学に必要な消耗品（⽂房具・教材等）等の費⽤を⽀援する⼤学等を⽀援する。

２．助成の概要
（１）対象となる学校種

⼤学、⼤学院、短期⼤学、⾼等専⾨学校（４・５年）、専修学校専⾨課程、⽇本語教育機関等

（２）助成の規模
約18億円

（３）助成の対象となる⽀援事業
学⽣⽣活を送るための⾷費（現物⽀給を含む）や修学に必要な消耗品（⽂房具・教材等）等の費⽤等を⽀援する事業

（4）⼤学等への助成額及び助成率
１校あたり100万円以下（⽀援事業を実施するために必要な経費の10分の９以内）

（5）助成の条件
令和４年10⽉から令和５年９⽉までに⾏われる、経済的に困窮した学⽣等に対する⼤学等独⾃の⽀援策であること
（⽀援の対象となる学⽣等の条件については各⼤学等で独⾃に設定）

（6）募集期間
令和４年12⽉12⽇（⽉）〜令和５年２⽉末⽇（消印有効）
※助成は、予算の範囲内で先着順とし、予算を超えた時点で受付を終了する。

３．スケジュール（予定）
令和４年11⽉下旬 ︓ ⽇本学⽣⽀援機構から⼤学等へ事業の実施について通知

12⽉〜 ︓ ⼤学等による事業計画の策定
12⽉12⽇〜２⽉末⽇ ︓ ⼤学等からの助成⾦交付申請受付期間

令和５年１⽉〜３⽉下旬 ︓ 機構における事業計画の審査、助成⾦の交付（順次）
９⽉まで ︓ ⼤学等から機構への事業実績報告


